
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力】
　財政力指数は、０．２７で全国、鳥取県の市町村平均をかなり下まわっています。歳入にしめる税収の割合が県内でも低い
状況である。このため、平成１８年度から徴収対策室を設置し、徴収を強化している。
【財政構造の弾力性】
　平成１６年度から実施している職員の給与カット（特別職１０％、一般職平均５％）による人件費の削減を継続実施する。ま
た、事務事業の見直しや補助金見直し等、行財政改革への取組も平成２１年度完了を目指し、経常経費の削減を図る。
【人件費・物件費等の適正度】
　全国、鳥取県の市町村平均より高いため、職員数を平成２７年度までに平成１９年４月１日現在の１５７人から１１５人まで
削減する。また、行財政改革を平成２１年度までに完了させ、平成２５年度には類似団体平均まで低下させる。
【給与水準の適正化】
　職員の給与カットを継続実施する。また、平成１９年度からは管理職手当の定額支払を実施し、類似団体平均水準９２．８
まで低下させる。

【将来負担の健全度】
　地方債残高は類似団体平均を上回っているが、人件費をはじめ義務的な経費の削減を中心とする行財政改革を強力に進め
るとともに、新規発行債の抑制を行い、財政の健全化に努める。
【公債費負担の健全度】
　実質公債費比率は、類似団体平均を上回って１６．４％となっている。平成２０年度まで公債費負担が高止まりしているため、
平成１９年度から大型投資事業は先送りし、現在実施している事業については、繰延等を行い公債費の抑制を図っている。
　平成２２年度には１５％まで低下できる見通し。
【定員管理の適正度】
　平成１６年１０月の合併により一時的に類似団体平均を上回っているが、５５歳以上の退職勧奨、新規採用職員の採用を抑
制し、平成２７年度までに１１５人まで削減する。


